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今パーソナルアシスタンスが危ない

特定非営利活動法人　自立生活企画　

代表　益留　俊樹　

パーソナルアシスタンス？あまり聞きなれない言葉かも知れません。これまで、他者（家族を含む）の手を借りなければ日常の生活が営めない人(高齢者や障害者)が、他者から受ける行為を「介護または介助」と表現してきました。その語源は、医療の管理の下でけが人や病人が受ける看護から来ているといわれています。私が自立をした1980年当時、辞書で｢介護｣を調べたのですが記載されていませんでした。近年の造語と言っても良いでしょう。ではなぜ｢介護｣を使うのか？理由は単純です。今日ここにいらしている新田勲氏が使っていたからです。それだけです。新田氏は、ご存知のように30年来、東京の｢重度脳性まひ者介護人派遣事業(以下派遣事業)｣、と言うより日本の介護保障制度の礎を作った方です。新田氏の介護の理念や行政との付き合い方、制度作りのノウハウ等、様々な事を教えていただきましたが、特に行政との交渉のやり取りは学ぶことが多く参考にさせていただきました。そのノウハウが介護保障協議会を通して全国に広がっているのです。

1974に始まった｢派遣事業｣の持つ意味は、自分の介護人が派遣されてくるという画期的な制度であるだけでなく、今日のテーマである｢パーソナルアシスタンス（顔や体の特徴は一人ひとりちがいます。当然それぞれの生活形態も違います。障害者も、一人ひとり障害の種類や程度が違います。同じ障害であってもその特性によっては、ニーズも違うし介護の内容も違います。そのような個々『パーソナル』のニーズにこたえ、それぞれの生活を支える介護『アシスタンス』です）｣の理念の基となった制度といっても過言ではありません。

私たちは、支援費以前｢派遣事業｣を当たり前のように使い、そして支援費も既得権のごとく使う生活をしています。それを揺るがしたのが2003年1月の｢上限問題｣であり、その後に続く予算不足によって危機的状況に陥った支援費制度の財源確保のための｢介護保険統合問題｣でした。前者は、当事者の実力行使によって厚労省との合意事項を勝ち取り当面の危機を回避しました。しかし、その後開かれた検討委員会は、最後まで厚労省ペースで仕切られてしまい、制度的にも｢上限｣を設けた自治体が多く、厚労省との合意事項は水泡に帰しました。｢介護保険統合問題｣は、私たちの消極的取り組みというより社会的な要因(経団連等の外圧？)によって当面の統合は見送られました。とはいっても、10月に出された「グランドデザイン」は、さらに厳しい内容「1，応益負担、２，介護認定審査会、３，移動介護の個別給付廃止等」となりました。この法案は2月に国会に上程されます。これが通ると新田さんを始めとする前任の方々が作ってきた制度の理念が根底から覆されることになります。「パーソナルアシスタンス」ではなく「パーツ(部分)アシスタンス」どころか「セル(細胞）アシスタンス」になってしまいます。

私たちにはできることがあります。それは、まず厚労省の「グランドデザイン」を研究することです。何が問題なのか？グランドデザインの何が「Yes?　or  No?」なのか？考え行動することをしなければなりません。私は、私のために障害を持っても社会の中で生きてゆけるように介護保障要求運動を続けてゆきます。

おりしも高度経済成長に伴い社会基盤の整備が進み、医療技術も進歩しました。いわゆる核家族化です。結果としての介護人の

